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1． 適用範囲 

プライバシーマーク付与機関（以下「付与機関」という。）によるプライバシーマー

ク指定研修機関（以下「研修機関」という。）の指定の審査は、この手順の定めるとこ

ろによる。 

 

2. 定義 

この手順で使用する用語は、この手順に特別の定めがあるもののほか、「プライバシ

ーマーク制度基本綱領」、「プライバシーマーク指定研修機関の指定に関する規約」（以

下「研修機関指定規約」という。）及び日本産業規格 JIS Q 15001「個人情報保護マネジ

メントシステム－要求事項」において使用する用語の例による。 

 

3. 引用基準 

  以下に掲げる基準は、本書で引用される限りにおいて、この手順書の一部となる。 

a)プライバシーマーク指定研修機関指定基準 

b)プライバシーマーク審査員研修カリキュラム／研修コース基準 

 

4. 指定基準変更時の取扱い 

付与機関が 3.に定める基準を変更した場合、必要があると認めるときは、研修機関に

対しその変更点に関する審査を求めることができる。この審査を行う場合、付与機関は

その内容及び手続を通知する。 

 

5. 指定審査 

5.1 申請 
5.1.1 申請書 

付与機関は、申請者に対し、付与機関指定の様式１に必要事項を記入し、代表者に

よる記名、捺印の上、付与機関に提出するよう求める。 

付与機関は、認定の更新を受けようとする申請者に対しては、研修機関契約の有効

期間満了の３ヶ月前までに、申請書を提出するよう求める。 

 

5.1.2 添付する資料 
付与機関は、申請者に対し、申請書とともに添付資料として様式２に指定する文書

を付与機関に提出するよう求める。 

 

5.1.3 申請料の請求 

  付与機関は、申請を受付けたときは、申請料を請求する。 

  付与機関は、申請料の納付があるまでは、申請の審査をしない。 

5.1.4 申請書等の確認 

付与機関は、申請書の受理に当たって申請書及び添付資料（以下「申請書」という。）

の確認を行う。 
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付与機関は、申請書等に不備がある場合は、申請者に不備を指摘し、補正を求める。 

付与機関は、申請書等に不備がないことを確認したうえで申請を受理し、申請者に

対して申請受理通知書を発行するとともに、記録を作成・維持する。 

 

5.2 指定審査の実施 

5.2.1 審査計画 

付与機関は、申請内容の確認に基づき、申請者についての審査計画を定める。 

 

5.2.2 文書審査 

  付与機関は、申請書ならびに添付資料に関して文書審査を実施する。 

付与機関は、文書審査の結果を申請者に対して書面で通知する。 

 

5.2.3 申請者への通知  

付与機関は、申請者に対し、指定審査担当（２名）の氏名とともに、事務所審査及

び研修コース立会審査（以下「立会審査」という。）の計画及び日程を通知する。 

 

5.2.4 現地審査 

5.2.4.1 事務所審査 

付与機関は、申請者の研修業務の実施に関して、指定基準への適合性についての審

査を実施する。 
天変地異や感染症等により、申請者の事務所に往訪することが著しく困難であると

判断した場合には、事務所審査の全部又は一部を、付与機関と申請者との間で音声と

映像とが即時に相手方に伝わり、適時かつ的確に双方の意思の伝達ができる仕組みを

用いた方法により代替して実施することができる。 
 

5.2.4.2 立会審査 

付与機関は、申請者が主催する一つ以上の研修コースに立会し、研修コースの内容、

及び受講者・講師のすべての活動が、3.に定める基準に適合し、実際にそれを遵守し

ているかどうかを審査する。 
 

5.2.5  審査料等の請求 
付与機関は、審査料及び現地審査の実施に係る旅費（交通費、宿泊費等）を、申請

者に請求する。 

 
5.2.6 不適合の指摘及び改善 

5.2.6.1 不適合の指摘 

    付与機関は、以下の手順により不適合を指摘する。 
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a) 現地審査において、申請者に、審査担当が審査基準の要求事項に対する申請者の

適合性に関して書面又は口頭で特に重要と思われる事項を示すこと、及び審査担

当が検出した事項並びにその根拠について申請者に質問の機会を与えること 

b) 審査担当は、審査基準の要求事項に適合するために是正すべき不適合を特定した

文書（以下「指摘事項文書」という。）を付与機関に提出すること 

c) 付与機関は、指摘事項文書を速やかに申請者に送付すること 

d) 指摘事項文書には、少なくとも以下の事項を含むこと 

ⅰ）指摘事項文書発行の年月日 

ⅱ）現地審査を行った年月日 

ⅲ）指摘事項文書に責任を持つ者の氏名 

ⅵ）審査基準の要求事項に対する申請者の適合性に関する意見（不適合についての

明確な記述を含む）、及び該当する場合には以前の審査結果との有益な比較 

ⅴ）審査現場で申請者に提示した情報との相違があった場合、その説明 

 

5.2.6.2 改善報告の受領 

  審査担当は、申請者に対し、不適合として指摘された事項を是正するために実施した処

置についての報告（以下「改善報告」という。）を指摘事項文書発行の日（5.2.6.1 d)

のⅰ)の日）から３ヶ月以内（更新の審査にあっては１ヶ月以内）に提出するよう求める。 

 

5.2.6.3 審査終了報告書 

  審査担当は、改善報告により不適合の是正処置が完了したと判断したとき、又は指定を

否認すべきと判断したときは、審査終了報告書を作成し、付与機関に提出する。 

 
5.3 研修機関の指定に関する決定 

5.3.1 審査料等の納付  

  付与機関は、審査料等の納付があるまでは、研修機関として指定することの可否につい

ての決定を行わない。付与機関は、申請者に請求した審査料等が納付期限から３ヶ月（更

新の審査にあっては納付期限から１ヶ月）を過ぎても納付されないときは、審査を打切る。 
 
5.3.2 審査の評価 

 付与機関は、審査終了報告書その他審査で収集した情報をとりまとめ、申請者を研修機

関として指定することの可否について、プライバシーマーク制度委員会の審議を受ける。 
 
5.3.3 指定の決定及び指定の否認 

 付与機関は、5.3.2 の審議結果をもとに、妥当と認めたときは、研修機関として指定す

る決定を行い、妥当と認めないときは、申請者を研修機関として指定することを否認す

る決定を行う。 
 



プライバシーマーク指定研修機関指定の手順 

- 4 - 

禁無断転載 

JIP-PMK330 

6．手順の改正 

  この手順の改正は、付与機関の決定により行う。 
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付属書Ａ プライバシーマーク指定研修機関指定申請書兼誓約書記入要領 
 

1. 申請書記載方法 

 

1.1 申請者 

( 1 ）名称・URL   ：研修機関業務を実施する法人の名称及び URL があれば記載する。 

( 2 ）代表者役職・氏名：研修機関の代表者の役職・氏名を記載する。 

                  代表者の印は登録されている印を押印する（証明書の添付は不要）。 

( 3 ）主たる事務所の所在地：活動の主体となる場所を記入する。 

( 4 ）研修コース名 1 、2 ：登録を希望する研修コース名を記載する。 

 

1.2 連絡先 

( 1 ）所属・役職名・氏名等：申請等に対する連絡先を記載する。 

 

1.3 申請の種類 

該当する審査にマークする。 

 

2. 添付書類提出部数 

初回申請時：全１部 

更新申請時：全１部 
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一般財団法人日本情報経済社会推進協会 御中 

年  月  日 

 

プライバシーマーク指定研修機関指定申請書兼誓約書 

 

  申請者は、「プライバシーマーク指定研修機関指定の手順」付属書Ｂ「プライバシーマ

ーク指定研修機関の指定に係る秘密情報の取扱いに関する約款」を承認し、下記によりプ

ライバシーマーク指定研修機関指定審査の申し込みをいたします。 

 

1. 申請者 

名    称：  

URL  :   

代表者役職：  

氏    名：                                          ㊞ 

主たる事務所の所在地：〒   －    

  

研修コース名 1：  

研修コース名 2：  

 

2. 連絡先 

 所属・役職名：  

 氏    名：  

 所  在  地：〒  -   

  

 TEL :  FAX ：  

 E-mail :   

 

3. 申請の種類(該当するものにマークする） 

□ 初回審査 □ 更新審査（認定番号：      ） 

□ 認定範囲拡大に伴う特別審査（認定番号：       ） 

4. 添付書類は「申請書添付書類リスト（様式２ ) ］による。 

 

５．誓約 

申請者は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会がプライバシーマーク付与機関  

（以下「付与機関」といいます。）として行うプライバシーマーク指定研修機関の指定に

係る業務及び指定登録の有効期間中において、以下の項目について誓約致します。 

（１）付与機関が定めた全ての規程を遵守します。 

（２）要求事項との合致 

審査員研修の機構と業務を、指定基準の要求事項に合致させます。 

様式 1 
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（３）情報の提供 

指定に必要な情報は全て提供致します。 

（４）指定審査の受け入れ、協力等 

  ① 付与機関が行う初回審査又は更新審査（以下「指定審査等」という。）を快く受け

入れると共に、協力致します。また、付与機関が申請者に重大な違反があると認め

た場合には、付与機関が行う特別審査についても受け入れ、協力致します。 

  ② 指定審査等及び申請者の苦情処理の調査のために、付与機関が申請者の文書の調査、

必要な場所への立入り、記録の閲覧及び職員への接触を行うことを認めます。 

  ③ 申請者が行うプライバシーマーク審査員研修コースに、付与機関が立会うことを認

めます。 

  ④ 申請者が審査員研修業務の一部を委託する場合は、委託先の組織又は個人の資格を、

必要に応じて付与機関が確認することを認めます。委託先の個人または組織へは、

申請者が事前に了解をとります。 

（５）変更の通知 

指定の基準に関連する事項に変更が生じた場合は、直ちに付与機関に通知致します。 

（６）料金の支払い 

指定審査等の結果の如何にかかわらず、付与機関がその時点での料金規程の最新版に

基づいて請求する審査料を所定の期日までに支払います。また、指定された後には、

付与機関が同様に請求する指定登録料を所定の期日までに支払います。 

（７）プライバシーマークの使用 

プライバシーマークは、付与機関の規程（プライバシーマーク使用規約）の最新版の

条件に従って、有効期間中に限り使用致します。 

（８）異議申立て、苦情及び紛争の報告 

審査員研修業務に関するすべての異議の申出、苦情及び紛争の記録と、それに対して

とられた対応措置を記録し、付与機関の要求に応じて報告致します。 

（９）責任の限度 

申請者は、付与機関の行為に伴って生じた申請者の損失、損害等又はその付随的支出

について、付与機関のいかなる組織又は個人に対しても責任を求めません。ただし、

損失、損害等の原因が付与機関の故意の不正行為によるものである場合は、この限り

ではありません。 

 

以上 
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プライバシーマーク指定研修機関指定申請書添付書類リスト 

 

プライバシーマーク指定研修機関指定基準、プライバシーマーク審査員研修カリキュラム

／研修コース基準及びプライバシーマーク指定研修機関指定の手順で要求されている文書

類として下記を提出します。 

 

No. 提出要求情報（内容） 
申請者の提出文書の内容 

文書名 文書番号 

1 
登記事項証明書その他の申請組織の実

在を証明する公的書類 

  

2 定款又は寄付行為   

3 
企業情報（主要業務、組織図、財務諸表

等） 

  

4 

研修業務の実施において受講者から取

得する書類その他の情報についての安

全上の措置を説明する書類 

  

5 

研修業務において提供する研修の概要

を説明する書類 

  

①研修コース仕様書（修了試験問題、解

答を含む） 

  

②研修コース講師ガイド   

③研修コーステキスト（演習問題、解答

を含む） 

  

④研修コース基準と研修コース基準テ

キスト等との対応表（様式４ ) 

  

6 
研修業務において講師となる者の適格

性に関する情報（様式３） 

  

7 合格証明書、受講証明書の様式   

8 

研修コースの受講者に提供する情報（研

修システムの説明書、マーク、ロゴ及び

各証明書に関する規程等） 

  

9 
プライバシーマーク審査員研修コース

開催実績／計画（様式５ ) 

  

10 
研修コースの継続的改善に関するマネ

ジメントシステム文書一式 

  

11 
変更内容の説明（文書差し替えの場合）

（変更内容を記述したもの） 

  

注）本様式を文書差し替えリストとして使用する場合、変更ない項目は「―」と記入する。 

様式 2 



プライバシーマーク指定研修機関指定の手順 

- 9 - 

禁無断転載 

JIP-PMK330 

年  月  日 

研修業務において講師となる者の適格性に関する情報 

 

申請者の名称：  

 

1. プライバシーマーク審査員研修業務に従事する者（重複は不可） 

 雇用している人員（人） 下請負契約の対象人員（人） 

経営管理者   

講

師 

主任講師   

講師   

上記以外の従業員   

合計   

 

2. プライバシーマーク審査員研修業務の講師の専門性（重複は可） 

 雇用している人員（人） 下請負契約の対象人員（人） 

プライバシーマ

ーク分野 

その他の分野

(ISMS等） 

プライバシー

マーク分野 

その他の分野

(ISMS等) 

資

格 

主任審査員     

審査員     

審査員補     

その他   

その他   

.....   

備考：資格毎に集計する。複数分野で資格を持つ講師は重複して集計する。 

その他の分野とは ISMS、ISO9000 、ISO14000 等を示す。 

資格のその他とは、提供する研修の課目に関係する資格をいう（上記の「その他の分野」

を除く）。「その他」欄に資格名を記述し、有資格者数を集計する。 

 

3. プライバシーマーク主任審査員の資格を持つ講師の氏名、登録番号及び有効期限 

氏名 登録番号 有効期限 

   

   

   

   

様式３ 
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研修コース基準と研修コーステキスト等との対応表 

  

項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

３．  履修内容 ― 

３．１ 個人情報保護に関する理解  

プライバシーマーク制度（以下、「Ｐマーク制度」

という。）を理解するための前提となる個人情

報保護について全体的な観点から理解させ

る。 

(1) 個人情報保護の考え方 

高度情報化社会の進展、個人情報の特

質、個人情報の事故・事件 

(2) 国内外の動向 

日本（個人情報保護の保護に関する法律

〔以下、「個人情報保護法」という。〕、所管

官庁が策定した個人情報保護に関するガ

イドライン・指針等）、ＯＥＣＤガイドライン、

ＥＵ指令、他 

３．２ 個人情報保護法の理解 ― 

(1) 個人情報保護とプライバシー保護  

(2) 個人情報保護法の成立の経緯  

(3) 個人情報保護法成立の背景と目的  

(4) 個人情報保護法の全体像  

(5) 個人情報保護法の基礎概念  

(6) 個人情報取扱事業者の義務等  

(7) 利用目的による制限  

(8) 第三者提供の禁止とその例外  

(9) 本人の関与  

(10) 実効性の確保  

(11) 罰則  

３．３ 各種関連法令・法規等の理解 ― 

(1) 行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律（行政機関個人情報保護法） 

 

(2) 独立行政法人等の保有する個人情報の保

護に関する法律（独立行政法人等個人情報保

護法） 

 

(3) 情報公開・個人情報保護審査会設置法  

(4) 行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（整備法） 

 

(5) 地方公共団体の条例（地方自治体等にお

ける情報公開条例・個人情報保護条例等） 

 

(6) 個人情報の保護に関する法律についての

経済産業分野を対象としたガイドライン 

 

(7) 雇用管理に関する個人情報の適正な取扱

いを確保するために事業者が講ずべき措置に

関する指針 

 

様式４ 
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項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

(8) 以下に示すような、規制対象者に守秘義務

を課している法令についても、概要を理解させ

る。 

・電気通信事業法：3，4 条 

・刑法：134 条 

・公認会計士法：27，49，52 条 

・弁理士法：30 条 

・弁護士法：23 条 

・司法書士法：10，22 条 

・税理士法：38，54，60 条 

・医療法：72 条 

・社会保険労務士法：22，32 条 

・労働基準法：107,108,109 条 

・厚生年金保険法：99 条 

・健康保険法：8 条 

・不正アクセス行為の禁止等に関する法律：

４，５条 

・プロバイダ責任制限法：3，4 条 

・その他 

 

３．４ プライバシーマーク制度の理解 ― 

(1) プライバシーマーク制度の目的と概要  

(2) プライバシーマーク制度の実施体制（付与

機関、審査機関、研修機関、審査員登録機関

等） 

 

(3) プライバシーマーク付与の対象と単位（業

種、事業者） 

 

(4) プライバシーマーク制度における料金と有

効期間（事業規模、申請料、審査料、プライバ

シーマーク付与登録料） 

 

(5) プライバシーマーク付与適格性審査の手

続（申請（新規、更新）、受付審査、文書審査、

現地審査、審査会、付与適格決定通知、公表） 

 

(6) プライバシーマーク付与適格性審査の申

請不受理となる不適格事業者 

 

(7) プライバシーマーク付与契約と商標権等

（契約書、付与登録証） 

 

(8) プライバシーマーク付与後の調査と相談

（実態調査（監査等）、消費者相談・苦情相談に

よる調査） 

 

(9) 報告・届出（事故・事件報告、変更届出）  

(10) 措置（付与の取消し、付与の一時停止、

勧告、注意） 

 

３．５ JIS Q 15001：2006 個人情報保護マネジメント

システム－要求事項等の理解 

― 

(1) ＪＩＳの理解  

(2) ＰＭＳの概要・基本モデル  

(3) ＰＭＳの補足説明（解説）  

(4) ＰＭＳ作成のアプローチ  
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項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

(5) 他のマネジメントシステムとの関連・相違等  

(6) 個人情報保護法との相違  

３．６ 個人情報保護マネジメントシステム審査の理

解 

― 

(1)プライバシーマーク付与適格性審査の申請

を受理してから、審査完了までの全体を理解さ

せる。 

・審査の流れ 

・審査概要（審査対象、受付審査（形式審査）、

文書審査、現地審査） 

・文書審査の重点項目 

・現地審査の重点項目（トップインタビュー、個

人情報保護の取組み状況確認・質疑、現場の

管理状況確認） 

・審査報告書のとりまとめ（指摘事項、継続的

改善事項、現地審査報告書、他） 

・審査会への報告 

 

(2)個人情報保護の実践的解釈。 

個人情報保護に関する実践的な特徴ある取

扱いパターンをケーススタディとして取り上げ

て、審査の判断基準を解説し、視点を理解させ

る。 

① 個人情報取扱いパターン 

② パターン別実践的解釈 

・取得 

◇直接書面取得 

◇直接書面以外の取得 

・アクセス 

・委託 

・共同利用 

・第三者提供 

・その他 

 

３．７ 情報処理技術に関する理解 ― 

(1)クライアント／サーバシステム  

(2)ネットワークの基本的な構成（回線の種類、

ファイヤーウォール等） 

 

(3)インターネットの仕組み  

(4)ウェブベースのプログラミング（クロスサイト

スクリプティングやSQLインジェクションの脆

弱性等） 

 

(5)暗号化技術・認証技術  

(6)その他  

３．８ リスク分析・安全対策等に係る理解 ― 

(1) リスク分析・評価の方法  

(2) 安全対策（セキュリティ対策）  

３．９ 審査実務能力 ― 

(1) 審査書類の読解力  
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項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

(2) 利用されている情報処理技術を理解する

能力 

 

(3) 対話能力（コミュニケーション、ヒアリング、

マナー） 

 

(4) 監査能力（監督・検査能力）  

(5) 観察能力（様相・視察能力）  

(6) 報告書取りまとめ能力（ドキュメンテーショ

ン、文書化能力） 

 

(7) 審査報告能力（プレゼンテーション、表現能

力） 

 

４．  コース実施要件 ― 

４．１ 研修コース基準 ― 

4 . 1 . 1 基本の研修時間と審査日数  

研修コースは、少なくとも３０時間の講義及び

模擬審査等の実践的訓練で構成されなければ

ならない。この時間には、試験、食事、休憩そ

の他の自由時間は含まれない。 

研修は、３時間を１単元とし、午前（9：30～12：

30）、午後（13：30～16：30）の２単元で１日とす

る。（午前、午後の時間配分の変更は可とす

る。） 

研修日数は、通常 5 日間とし、連続して実施し

なければならず、受講者は研修コースの全期

間出席しなければならない。 

「３．履修内容」で示した履修科目の各々の単

元数は、以下を基本とする。 

但し、以下の有資格者に対する研修コースは、

付与機関が承認した場合に限り、履修科目の

内、実践的な研修「3.9 審査実務能力」を除い

た研修コースを提供することができる。 

・ISMS、ISO9000s、ISO14000s の審査員、主任

審査員 

4 . 1 . 2 クラス編成と講師  

研修コースのクラスは、1 クラス当たり２０名以

下の編成でなければならない。但し、付与機関

が承認した場合はこの限りでない。 

講師は、1 クラス当たり最低 1 人を割り当てな

ければならない。また 1 クラス当たりの人数が

11 人以上の場合は 2 人の講師を同時に割り

当てなければならない。但し、修了試験等に立

ち会うだけの場合は 1 人の講師でもよい。ま

た、各講師は担当するクラスのコースの運営全

体の責任を負わなければならない。審査の実

技時（本コース基準「3.9 審査実務能力」相当）

には、プライバシーマーク主任審査員を必須の

講師とすること。 

4 . 1 . 3 プライバシーマーク審査員補養成研修基準  
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項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

プライバシーマーク審査員補を養成するため

の研修コースは、「4.1.1 基本の研修時間と審

査日数」を満たし、５日間を基本とする。 

4 . 1 . 4 プライバシーマーク審査員等のフォローアップ

研修基準 

 

プライバシーマーク審査員（主任審査員、審査

員）として資格登録している者に実施する研修

（以下「フォローアップ研修」という。）は、1 年間

で 1 単元、0.5 日間とする。 

フォローアップ研修の内容は、「3.履修内容」の

いずれかを含むものでなければならない。 

４．２ 施設及び設備  

研修機関は、研修コースを実施するに当たり適

切な研修施設を準備しなければならない。研修

施設には、受講者数に応じた教室、講師数に

応じた控え室が確保される他、快適に研修が

実施できるよう空調・照明設備等が整備されて

いなければならない。また、研修に必要な各種

機材が完備していなければならない。 

４．３ 受講者の評価 ― 

4 . 3 . 1 評価の方法   

研修機関は、受講者の理解度及び実行能力を

評価し、修了認定を行わなければならない。 

研修機関は、講師による研修中の観察評価、

及び研修の最後に実施される修了試験により

受講者を評価しなければならない。また、この

評価基準は予め文書で規定しなければならな

い。 

4 . 3 . 2 研修中の観察評価 ― 

4 . 3 . 2 . 1 観察評価の内容  

（１）研修中の活動の評価 

各受講者について、質問の的確性、コミュニケ

ーション能力、チーム活動への順応性・貢献

度、討議中の発言の貢献度等に関する事項。 

 

（２）成果物の評価 

各受講者が作成した成果物の内容の妥当性

及び表現の明確性に関する事項。 

 

（３）プライバシーマーク審査員適性の評価 

各受講者の審査管理能力、チーム指揮能力に

関する事項。 

 

（４）研修への取組みの評価 

研修への出欠、遅刻・早退の程度、受講マナ

ーの遵守状況等、研修への取組み姿勢に関す

る事項。 

 

4 . 3 . 2 . 2 観察評価の手法と評価点  
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項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

講師は研修中に受講者毎に評価記録をつけ、

毎日の研修を終えた後評価を行い、評価点を

つける。同じ講義で講師が 2 名いる場合は、

講義担当と観察評価担当とを分担するなど、

観察評価にも十分時間を取ることができるよう

配慮する。 

観察評価の結果は、「修了の基準に達してい

る」水準を C とした下記 5 段階で絶対評価す

る。段階毎に一定の人数枠を設定して強制的

に割り振るような相対評価は行わない。 

A → 著しく優れている 

B → 優れている 

C → 修了の基準に達している、 

D → 劣っている、 

E → 著しく劣っている 

観察評価の結果不合格になった場合は、その

評価結果を当該受講者に通知しなければなら

ない。 

4 . 3 . 3 終了試験  

研修機関は、「4.1 研修コース基準」の履修項

目に対する理解度と実施能力を正しく評価する

ために、終了試験を実施しなければならない。 

修了試験の解答時間は 2 時間とする。ただし

身体に障害がある等の理由から所定時間内に

解答を完了することが難しい者については、予

め申し入れがあった場合に限り、研修機関の

判断により 30 分を上限として解答時間を延長

することができる。 

試験問題は、得点配分の 4 分の 3 以上が記述

式解答になるよう構成されなければならない。 

修了試験には、研修機関の定める規程により

承認された試験官が立ち会わなければならな

い。 

修了試験で使用した試験問題、解答用紙、答

案及びこれらの写しは、当該修了試験を実施し

た研修機関及び付与機関以外に公表してはな

らない 

4 . 3 . 4 合否判定  



プライバシーマーク指定研修機関指定の手順 

- 16 - 

禁無断転載 

JIP-PMK330 

項番 コース基準要求事項 文書名及び項番等 

下記の両方の要件を満たす受講者を修了と認

定する。 

a) 修了試験で満点の 80％以上を得点してい

る。 

b) 観察評価の全評価項目の 80％以上が A、

B、C の何れかに評価されている。 

ただし、観察評価において特定の評価項目だ

けが著しく劣るため、審査実務の任に堪えない

と主任講師が判断した場合は、上記の条件を

満たしていても、修了は認められない。 

４．４ 再試験 ― 

4 . 4 . 1 再試験の要件  

観察評価には合格したが筆記試験で不合格と

なった受講者は、コース修了日から 1 年以内

に一度だけ再試験を受験できる。 

観察評価で不合格となったものは、筆記試験

の合否に関わらず再試験を受験することが出

来ず、再度研修コースを履修して修了試験を

受験しなければならない。 

4 . 4 . 2 再試験の実施  

再試験は、通常不合格となった研修機関で実

施しなければならない。 

再試験の内容は、研修コースの修了試験に準

じる。ただし、試験問題は修了試験とは異なる

ものを使用しなければならない  

再試験には、研修機関の定める規程により承

認された試験官が立ち会わなければならない。 

4 . 4 . 3 再試験の委託  

付与機関の承認がある場合は、別の機関に再

試験の実施を委託してもよい。 
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プライバシーマーク審査員研修コース開催実績／計画 

 

 年  月  日現在 
申請者名  

LT ：主任講師、T ：講師、LA ：主任審査員 
 

実績（直近 1 年分） 

 

No. 研修コース名 実施日 日数 実施場所 講師 
受講

者数 

合格

者数 

  ～      

        

        

        

        

 

 

 

計画（直近 1 年分） 

 

No. 研修コース名 実施日 日数 実施場所 予定講師 
受講

者数 

合格

者数 

  ～      

        

        

        

        

 

様式５ 
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付属書Ｂ  プライバシーマーク指定研修機関の指定に係る秘密情報の取扱いに

関する約款 
 
 
  一般財団法人日本情報経済社会推進協会（以下「甲」という。）が、プライバシーマーク

指定研修機関（以下「研修機関」という。）の指定（以下「指定業務」という。）を行うに

当たり、研修機関の指定を申請する事業者（以下「乙」という。）から開示を受けた情報の

取扱いは、この約款の定めるところによる。 
 
（秘密情報） 
第１条  この約款において秘密情報とは、甲が指定業務を行うに当たり、乙が甲に書面又

は口頭その他の方法により開示する技術上、営業上、その他一切の情報をいう。 
２ 前項の規定にかかわらず、甲が保有する次の各号のいずれかに該当する情報は秘密情報

には含まれない。 
一 秘密保持義務を負うことなくすでに保有している情報 
二 秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 
三 開示を受けたとき公知であった情報 
四 開示を受けた後、自己の責めに帰し得ない事由により公知となった情報 

３ 甲は、秘密情報を指定業務の実施のために必要な範囲を超えて利用してはならない。 
 
（秘密情報の安全管理） 
第２条  甲は、秘密情報を善良なる管理者としての注意義務をもって保管、管理する。 
２ 指定業務の一部を、甲が契約する認定審査員（以下「審査員」という。）に行わせる場

合、甲は審査員にこの約款と同等の秘密保持義務を負わせ、これを遵守させる義務を負

う。 
３  甲は、秘密情報の保管や廃棄など、秘密情報の取扱いの一部を委託する場合には、当

該委託先との間でこの約款と同等の秘密保持義務を負わせ、これを遵守させる義務を負

う。 
 
（第三者提供の禁止） 
第３条  甲は、乙の書面による同意がある場合を除き、秘密情報を第三者に提供してはな

らない。ただし次のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 
一 法令に基づく場合 
二 秘密情報の取扱いの一部を委託する場合 

２  甲は、前項ただし書き第一号の規定に基づき秘密情報を第三者に提供する場合、乙に

事前に通知しなければならない。ただし法令により乙への通知が制限される場合はこの

限りではない。 
  
（廃棄） 
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第４条  甲は、甲の定めるところにより、秘密情報を廃棄する。 
 
（有効期間） 
第５条  この約款に規定する甲の秘密保持の義務は、乙が研修機関契約を更新せず当該研

修機関契約の有効期間を終了したときから２年後に消滅する。 
２  前項の規定にかかわらず、甲は、秘密情報を取り扱わせる従業者（審査員を含む。）に

対し、その職を離れた後も指定業務を行うに当たって知り得た秘密情報を開示しない義

務を負わせなければならない。 
 
（協議） 
第６条 この約款の解釈について疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し解決に

努めるものとする。 
２ この約款が適用される事項について訴訟の必要が生じた場合、東京地方裁判所を第一審

の専属管轄裁判所とする。 
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